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研究成果の概要（和文）：本研究は、ICTが現代日本社会において苦境に陥りがちな人々やその支援者にどのように活
用されており、どのような教育的実践が、既存のフォーマルな仕組み（それによる社会構造）を可視化・相対化する契
機を含んでいるのかを、検証することを目的とした。主な調査対象は、1. ボランティア団体、NPO団体、2.ボランティ
アやNPO団体にプラットフォームを提供する事業組織で、活動内容（事業内容）、教育・学習実践、ICTの活用方法をイ
ンタビューやアンケート調査で聴取し、それぞれの位相における実態を明らかにした。1.2と学習活動の性質を比較す
るため、3.自身の教育実践も分析対象とした。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to find how ICT is used by those who are in 
difficult social situation in Japan. To clarify above, I conducted interviews for staff members of 
Volunteer groups, NPOs and the personnels of organizations which provide ICT platform with both of them. 
Also, I conducted quantitative research to those who join Volunteer groups or NPOs as a learner. For 
Volunteer groups and NPOs, I were able to get basic information how they use ICT to their learning 
activities. For organizations which provide ICT platform, I were able to find the reason why they help 
socially vulnerable in Japan. In order to compare the nature of learning activity, I also picked up own 
educational practice via ICT in the university.

研究分野：教育社会学、人文社会科学系情報学
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１．研究開始当初の背景 
  
 1990 年代後半以降、ICT が新たなコミ
ュニケーション手段として、急速に生活世
界の中に浸透していき、教育・学習様式、
ひいてはそれに付随する規範体系までをも
変えつつある。ICTがもたらした社会的変
化の中でも着目すべきは、それが声を持た
なかった人々の声を公に向かって発信する
ツールとなり、ICT出現以前には存在しえ
なかった新たな社会的コミュニティを作り
出してきたということである。 
 この新たなツールは、現代日本社会にお
いて苦境に陥りがちな人々の草の根的な社
会活動とどう関わりを持っているのか。
ICTによって作り出された新たな社会空間
が、既存の社会の仕組みを問い直し、新た
な文脈を生んでいるとすれば、どのような
場面のどういった類のコミュニケーション
の中で起こっているのか。そこに新たな教
育的実践が含まれているとすれば、それは
どのような特徴を持っているのか。これを
明らかにすることが、研究の出発点であっ
た。 
 上記のような問題意識の基、2013年以前
は、外国にルーツを持つ子どもの支援者が
作るメーリングリストのネットワーク（以
下、広域ネットワーク Aと記す）を対象に
調査を行ってきた。この広域ネットワーク
Aは、日本全国に約 800人の会員を抱える
大規模なネットワークで、そこでやりとり
をされている内容は、短いツイート形式で
はなく、半分以上が、800 字を超える長さ
をもっている。2013年以前の研究では、こ
のネットワークの 10年分（1万件以上）の
メールを分析し、ICTを活用したオルタナ
ティブな学びの様相、および、ICT空間の
経年的な性質変化を明らかにした。 
 しかし、調査対象に「外国にルーツを持
つ子ども」に関わる「支援者」という縛り
があったことや、上述の通り、広域ネット
ワーク Aのメンバー達が、他のメンバーが
書いた厚みのある文章を読解し、そこから
自分の意見・異見を抽出し文章をまとめる
ことができるある意味＜限定された人々＞
であったことも否めなかった。 
  
２．研究の目的 
 
 上記のような背景から、今回は他の市民
活動やそれに準ずる活動にも調査対象を広
げ、その場で行われている実践の教育的側
面や ICT が活用されている様相を分析す
ることにした。他の市民活動を選定する際
に考慮したのは、「当事者が日常的に参加す
るフォーマルな場が、当事者を周縁化する
ベクトルとして働いている」ということで
ある。すなわち「既存のフォーマルな仕組
みの中で真面目に頑張るほど苦境に陥りや

すい」という点を１つの社会問題カテゴリ
として着目し（a分類とする）、新たに a-1)
働く母親の支援団体と a-2）若者自立支援
団体を調査対象とした。この特定の問題を
持つ人々や支援者の活動を、ある種の準定
型的な教育活動（ノンフォーマルな学びの
活動）と捉え、調査分析することを第一の
目的にした。 
 また、a 分類で抽出したような支援団体
（NPO 団体、ボランティア団体）に対し
て、ICTプラットフォームを提供する組織
が存在している。これらのプラットフォー
ム型の組織を b分類として調査の対象とし、
ICTと市民活動との連携について考察を加
えることを第二の目的とした。 
 a分類でも b分類でも「市民活動」がキ
ーワードになっているが、ここでいう「市
民活動」とは、「目には見えないが自分たち
の生活を規定している存在と自分たちの目
に見えている状況とがつながっていること
を認識し、あらわにするきっかけを共有す
る（関,2001）」日常的な活動を主に想定し
ている。 
 最後に、c 分類としてフォーマル教育の
中でも ICT を活用し従来の教育の意味を
再考・転換するような実践を分析対象とす
ることにした。その１例として自身が高等
教育機関において担当する「ICTを活用し
たキャリア支援教育の授業」を対象とし、
a分類と b分類との性質の違いを検証する
こととした。 
 この新たに設定した a-c 分類の対象を
2013 年以前に行ってきた広域ネットワー
ク A の分析と純粋に比較するのであれば、
a-c それぞれに該当する支援者のオンライ
ンネットワークを対象とし分析を行うのが
妥当であろう。しかし、今回は、研究代表
者が実際の教育・学習活動が行われている
オフラインの現場や事業内容を知らない初
めての領域（a 分類、b 分類）や、現場に
入って日が浅い内容（c 分類）を対象とし
たため、まずは、新しく設定した調査対象
（団体）の活動現場に行ったり(a 分類、b
分類)、事業担当者に直接話を聞いたり（主
に b分類）、活動の意味を省察したり（c分
類）しながら、教育・学習活動の内容や ICT
の活用状況などの基礎情報を集めることを
目標にした。 
 
３．研究の方法 
 
 a 分類は、研究の裾野を広げるために今
回初めて設定した対象であったため、知見
が少なく、まずは、情報収集から作業を開
始した。新たに調査対象として設定した a
—1）働く母親支援や、a-2)若者自立支援に
まつわる社会問題は、それぞれが研究領域
として立ち上がっていることからもわかる
ように、アカデミックな論文の蓄積や行政、
民間団体の取り組みも多く、背景を知るた



めに多くの資料収集を行う必要があった。
これらの社会問題を取り巻く背景を論文や
資料である程度つかんだ上で、インタビュ
ーやアンケート調査の対象団体選定に取り
掛かった。調査対象団体の選定はインター
ネットデスクリサーチで行った。a-1)と
a-2）に関連する団体の情報検索をしつつ、
調査対象として該当しそうな 60 団体の情
報をデータベースにした。データベース化
の過程で、インターネット上で発信されて
いる情報の分析も行った。 
 データベース化した団体の中から、調査
協力団体を選定し、団体代表者（運営者）
や支援者には主にインタビューを実施し、
当事者（学習者）にはアンケート調査を行
った。 
 加えて、日本語学習支援団体の現場でも
調査を行った（a-3）。これは、2013年以前
の調査対象であった広域ネットワークAに
まつわる社会問題と同一カテゴリに位置付
けられる。しかし、先に記した通り、広域
ネットワークAは支援者が中心のネットワ
ークであったため、当事者の姿が見えにく
かった。その不足を補うため、a-3）では「当
事者（学習者）」も対象とし、普段の学習活
動、ICT活用の状況、ネットワーク参加状
況などを聴取するアンケートを実施した。 
 b 分類では、a 分類のような市民活動団
体に ICT プラットフォームを提供する組
織を対象とし、担当者にインタビューを行
った。 
 c 分類は、自らの教育実践を自ら分析す
る手法（アクションリサーチ）をとった。 
 
 以下は、a 分類、b 分類の調査協力者と
調査方法の一覧である。 
 
＜a分類＞ 
a-1）働く母親支援団体 
・組織形態：NPO法人（東北・北海道地 
 方） 
 代表者への Skypeインタビュー（1名） 
a-2）若者自立支援団体 
・組織形態：NPO法人（関東地方） 
 団体事業代表者への Face to Face イ 
 ンタビュー（2名） 
 団体支援者への記述式アンケート（7名） 
 当事者への記述式アンケート（30名） 
a-3）日本語学習支援団体 
・ 組織形態：ボランティア団体 2箇所、 

NPO法人 2箇所（関西地方） 
  参与観察 4箇所（関西地方） 
  内１件は団体のイベントサポーターと 
  して参加。上記 4箇所において、下記 
  の調査も実施。 
  団体代表者への Face to Face インタ 
    ビュー（4名） 
  団体支援者への Face to Face インタ 
  ビュー（6名） 
  当事者への記述式アンケート(101名） 

 
＜b分類＞ 
b-1）ボランティア団体の情報集約と発信を 
  事業として行っている団体 
・ 組織形態：行政関与型民間組織（関
東地方） 

   団体Web事業担当者への Face to  
   Face インタビュー（2名） 
b-2）ボランティア団体や NPO団体に ICT 
  プラットフォームを提供している団体 
 ・組織形態：株式会社（関西地方） 
  事業代表者への Face to Face インタ 
  ビュー（1名） 
b-3) 震災物資支援ボランティアを組織し 
  ている団体 
  組織形態：有限会社（東北・北海道 
  地方） 
  代表取締役社長への Skypeインタビ 
  ュー（1名） 
  
４．研究成果 
 
 a-1）働く母親支援団体代表者へのインタ
ビュー、および、a-2）若者支援団体の事業
代表者へのインタビュー、支援者へのアン
ケート調査では、参加動機、活動内容など
を詳しく聞いた。また、団体内の活動や、
団体外の横のつながり作りに ICT を活用
しているかについても聴取し、基礎的な情
報を得ることができた。一方、当事者への
アンケートは、負担を考慮して必要最低限
の項目に絞った（A4、１枚のアンケート）。
当事者からは、団体の活動に参加して変化
したことや、ICTの活用方法を中心に回答
を得ることができた。 
 a-3)の日本語学習支援団体に関しては、
学習支援が行われている場所に行き、参与
観察を行った他、運営者、支援者にはイン
タビューを行い、当事者（学習者）にはア
ンケート調査を行った。運営者、支援者は、
日本語話者で、当事者（学習者）のほとん
どは、海外から来日した非日本語話者であ
った。当事者の出身国は、インドネシア、
フィリピン、中国、タイ、ベトナム、ブラ
ジル、ドイツ、ミャンマー、アメリカ、フ
ランス、ロシア、シンガポール、韓国、ペ
ルー、アルゼンチンの 15 カ国で、アンケ
ートは 6ヶ国語に翻訳したものを使用した。
当事者（学習者）がアンケートの内容をよ
く理解できない場合は、調査実施者と日本
語ボランティア（支援者）が回答を補助し
た。a-1)、a-2)と同様に、a-3)の支援者や団
体代表者にも普段行われている団体での学
習活動に関することや、ICTを使ったネッ
トワーキング活動について聴取することが
できた。 
 a 分類に関しては、いずれの調査におい
ても、支援者、当事者（学習者）は日々生
活することに精一杯で、ICTは個人的な利
用に止まっている人が多かった。すなわち、



同じような立場の人とオンラインで繋がり、
そこから何かを得ようというニーズはある
ものの、実際に行っている人はほとんどい
ない、という結果になった。今回、他の市
民活動を行う団体への基礎調査を行った結
果、2013年以前の調査対象、広域ネットワ
ークAの特殊性が一層浮かび上がった形に
なる（広域ネットワーク Aでは、インター
ネット上で繋がったゆるやかな支援者達の
対話や議論が、フォーマルな場で正統性を
付与された側の有り様を変える１つの原動
力になってきたため）。 
 b 分類では「ボランティア団体や NPO
団体の運営者が情報を発信したい」という
ニーズと「これらの団体に参加したいとい
う個人ニーズ」をつなぐことをミッション
とする団体を対象とし事業担当者にインタ
ビューを行った（b-1、b-2）。インタビュー
では、事業に対するモチベーションや今後
考えているビジネスモデルに対する考えを
中心に話を聞くことができた。b-3 では、
ICTを活用し、全く顔を合わせたこともな
い人々による協働（無償）が、高いレベル
で実現されうること（実現させた経緯）や、
そのようなことを事業や社会活動として行
っている組織が増えてきている様相の一端
を知ることができた。 
 a 分類、b 分類に対する参与観察、イン
タビュー、アンケートを実施した結果、a-3）
の日本語ボランティア団体以外は、団体運
営者（事業代表者）や支援者の多くが、20
代後半から 30 代前半の比較的若い年齢層
であったことも特徴的であった。a 分類と
b 分類の調査では一定の情報を得ることが
できたものの、一般性を補強するためさら
に実査を継続し、今年度秋には分析結果を
学会等で発表することを予定している。 
 c 分類は、先に述べた通り、自身が高等
教育機関で行っている「ICTを活用したキ
ャリア支援教育」の実践を分析対象とした
ものである。高等教育機関というオーソラ
イズされた場で行われている教育活動では
あるが、教育内容の形式的な側面で「高度
に定式化された教育」ではなく、「準定型的
特質を持つ教育活動としての参加型学習
（丸山・太田, 2013）」である。この教育実
践において学生が課題設定に至るまでに行
われる他者との対話や議論のツールとして、
ICT がいかに活用され得るかを検証した。
特に社会的な課題を取り巻く状況の可視化
に ICT の利用がいかに貢献しうるのかを
検証することができた。 
 
今後の課題 
 基礎調査を実施した結果判明したことで
はあるが、a 分類では調査前に想定してい
たほど、事業運営者、団体運営者、支援者、
当事者が、ネットワーキング活動を盛んに
行っておらず、特に ICT を使ってそれぞれ
のオフラインの磁場を超えるような活動は

あまり行われていないことがわかった。そ
のため、今後は a分類の各イシューにまつ
わるオンラインネットワーク（SNS のグル
ープなど）に接触することも考えている。
さらに、今回実施したインタビューでは、
「問題を抱える当事者が実社会で使える
ICT 能力をあまり持っていない」というコ
メントも何件かあった。a 分類では当事者
が ICT を使って何ができて何ができないの
かという実態を調べる必要性が新たな課題
として浮かび上がってきた。これらに合わ
せて当該イシュー（a 分類）をめぐる先端
的な ICT 活用事例も探っていく。実査の面
では、上記を今後の新たな方針と目標とし
たい。 
 また、学術的な側面では以下の整理を目
標としたい。まず、「既存のフォーマルな仕
組みの中で真面目に頑張るほど苦境に陥り
やすい」構造を可視化し相対化する活動が、
誰（どのような組織）によるどのような教
育・学習活動から生起し、現状に対する意
義の申し立てとなり、フォーマルなシステ
ムを変える契機となっているのか。この点
に軸足を置きつつ、上記のような活動に＜
既存の規範体系＞を溶解させつつある ICT
がどの程度絡んでいるのかを検証すること
を前提とする。 
 これを前提とした場合、これまで個別に
語られがちであった次の学問領域を横断し、
教育・学習活動の質や、それぞれの関係性
を再整理する必要がある。 
 第一に、日本において問題を抱える当事
者の多くが参加する場として下記の２つ領
域における教育・学習活動の領域交差点と
相違点を整理しつつ、それぞれのアクター
が、フォーマルな社会の仕組みとその隙間
の関係をどのように捉え、これまでの仕組
みを如何に相対化しようとしているのか、
下記アクター間でせめぎ合いがあるとすれ
ば、どのような点で起こっているのかを詳
らかにする必要がある。 
・ 日本のボランティア活動で行なわれて
いる教育・学習活動（社会教育分野） 
・ NPO やソーシャルビジネス分野の企
業で実践されている教育・学習活動
（NPO 論等のソーシャルビジネス分
野） 
 第二に上記のような場で、それぞれの当
事者や支援者が「現場以外の人と横のつな
がりを持つ空間」として、ICTネットワー
クやプラットフォームが持つ社会的機能を
検証する必要がある。特に既存の仕組みを
可視化させ相対化させるような契機として
ICTがどこでどのように絡んでいるのかを
検証することも、知の体系変化を詳らかに
していく上で重要である（社会情報学分野）。 
 上記２点に加え、フォーマル教育におけ
る転換的な実践にも引き続き目を配り、特
に労働という側面で実社会との接続要素が
強い高等教育機関における教育・学習実践



に着目し検証を続けていく（高等教育分野）。
これを取り上げる理由は、ICTが教育・学
習活動における＜既存の価値体系＞を溶解
させている側面に着目した場合、高等教育
機関でそれが最も鮮明に現れているからで
ある。 
 以上のような事柄は、a-c 分類の基礎調
査、および、教育実践を行った結果、至っ
た結論である。 
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